
2121 ナノテク政策とそれが 関連組織に及ぼした 影響 
一 ノド   一 チャル 型 研究体制一 

0 岡村直子，弛羽富士 雄 ( 政策研究大学院大 ) 

ェ ． はじめに 

第 2 期科学技術基本計画において、 ナノテクノロジー・ 材料分野が 、 我が国の重 

点 分野の 1 つ として位置づけられた。 このうちナノテクノロジー ( 以下「ナノテク」 

と記述 ) は、 ライフサイェンス、 情報通信、 環境等の他の 重点分野とは 異なり、 我 
が 国の科学技術政策上新たに 取り上げられた 分野であ り、 既存のどの特定の 学問分 
野にも包含されず、 広範な学問分野に 亘る 横断的な分野であ る。 また、 この分野に 
関して、 研究開発の推進役となる 特定の学会や 研究組織 ( 大学学部・学科、 研究機 
関の研究センタ 一等 八 業界といった 確立された又は 公式の組織が 存在しなかった。 
本稿においては、 国の活動に焦点を 絞り、 過去及び現在のナノテクの 牽引主体で 
あ る組織の成り 立ち、 政府の政策との 関連等について 考察す る 

2 . 公式に認、 可された組織についての 考察 
( 1 ) 政府における 基本的行政ツールについて 

政府における 科学技術政策実施ツールとして 通常行われる 手法は、 「政策立案」 
づ 「予算等措置」 づ 「プロジェクト・プロバラムの 実施」の 3 段階であ る。 ( 他に 、 

特別の法整備、 税制措置等もあ るが、 多くは L 記 3 段階により実施される。 ) 
「政策立案」については、 5 年毎に作られる 科学技術基本計画が 最も重要な指針 
となっている。 重点 4 分野については、 各々、 総合科学技術会議により 分野別推進 

戦略が策定されるとともに、 各省において 必要に応じ、 推進方針が決められている。 
これらの政策や 方針に基づき 「予算等措置」が 行われるが、 具体的には、 財務省 
により予算が、 総務省により 機構定員、 すなむち組織及び 定員の措置が 行われる。 
独立行政法人 ( 以下「 独法 」 と記述 ) 化以前の国立試験研究機関 ( 以下「国研」 と 
記述 ) 及び特殊法人、 国立大学法人化以双の 大学及び大学共同利用機関においても   

同様に公式に 組織や定員が 認められるという 仕組みであ った。 

-- 方 、 「プロジェクト・プロバラムの 実施」に関しては、 一部の例外を 除き、 予 
算的 裏 付けをもって 公式に認められ 推進される。 このため、 プロジェクト・プロバ 

ラムの実施のための 特別な組織が、 上記組織とは 別に形成される。 

( 2) ナノテクに関する 法律上の措置 
平成 12 年 1 月に米国 National Nanotechnology lnttiative ( 以下「 NNI 」 と表記 ) が発表 

された後、 日本では、 同年 12 月に科学技術会議が 政府における 最初のナノテク 推 
進戦略 " を発表し、 平成 13 年 3 月に閣議決定された 第 2 期科学技術基本計画 " に 
おいてナノテクが 重点 4 分野の 1 つ と位置づけられた。 同年 9 月には総合科学技術 

会議が 、 ナノテクの分野別推進戦略醸を 策定するとともに、 文部科学 省 ( 以下 ) 「 文 
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科省 」と表記 ) においても具体的な 推進方策のが 策定され、 取り組みが開始された。 
表 1 は大学等におけるナノテク 関連の省令機関について、 平成 13 年に既に ( 国 
の ナノテク政策取り 組み開始以双から )  ( 由 ) 雄 等におけるか 尹， 。 ，ジ廿連口尭 * 口 (* モ lm Ⅰ )  、 一 ～ 

Ttf@@HMM@ 存在していたもの と ""'3" 。 庄 。 。 。 " 在 ⅠⅠ 
されたものを 示す。 平成 14 年度には、 約 ， "* Ⅰ : コ議 離き 悪 M 舛 " 杵川 ナカ " リ スぜか。 m 

。 '"' 。 。 "'" 一 """"j""   @@MWKK 
"" 。 " 。 。 せ 。 。 " 。 ""' 

められている。 これは大学等の 機構新設 
100 の大学等において 10 の省令機関が 認、 Ⅱ 日 a.h """ キ 。 。 。 '" '"" ; 一 一 一 " 1"" 甘 祥 " 。 " 一 Ⅰ 祈 " O Ⅰ     """ Ⅰ " 。 '"""" せ 。 " 。 " 田   。 ロ "" 蛙 Ⅰ は " 打 
の 観点からは異例の 重点的な取組みと 評   x ， @-i ・ wJ7 ・ JWBc@naau 

。 ;"" 『 " 一 " 与 " 。 ・ 一 " 皓 "j"" 
。 "" 『 """"j 。 """ 。 。 。 """" """"" 万 。 " 。 托 "" 。 目 

価 できる。 これは、 ライフサイェンス、 。 ;""";"" 窩 " 
。 ・㍽ 姑 " ": 甘 。 j"" 

情報通信、 環境の他の重点 3 分野が比較。 軟 ， 。 。 '""" '" 柑 一 '"""j" 。 ""' 咄 め '" "" 。 "@"" 封 " 柱材 " チ 。 。 ", 
0 ま Ⅱ 宍さ ⅠⅠ と 文材 キ Ⅰ文せ d 一 。 下田 

的 既存の学問分類に 準拠しており、 既存 耽抽 ; 三箸 藍ヨ肇 wK め 。 畦壌 。 "" 片屋。 ケ 。 。 "   
の 学部、 学科における 分野との整合性が 

。 """"""""""" 。 。 " 。 " 。 """ め "- o.Kuc"ltMX*t 打 " め """" 宙 
cxsagxaAT・ ・ te>@- 

OAKA@Mi@fWIt ・ K@- 

高いことに比較して、 ナノテクは学際的 """ 笘 。 ' 一 """" 。 """ 。 "" 。 "j" 。 """     
なし 

であ ったり、 全く新たな分野概念であ る 

ことから、 教育及び研究の 点からも新たな 体制整備が求められたと 考察できる。 

しかしながら、 内 7 つは 同様の研究目的を 有する既存組織を 若干改組したものに 

過ぎず、 新規に認、 められた組織は 3 つのみであ る。 行政組織が基本的には 削減方針 

にあ り、 基本は既存の 総枠内でのスクラップアンドビルドの 原則で措置されるため、 

急 、 速に発展している 科学技術への 対応に際しては 十分な体制がとれず、 特に新たに 

緊急の取り組みが 求められた政策課題、 分野に対してはこのような 制約の範囲内で 

の 取り組みでは、 新たな政策ニーズに 十分に対応することは 難しかったといえる。 

3 . 組織令以覚の 取り組み 
ま 2 独立行政法人におけるナノテクノロジ 一世ま 橿億 の 整 Ⅰ 

これを補完・ 解決する取り 組みは、 独法                     Ⅰ """"" 。 ， """ 。 " 。 。 畦億 。 七 "" 。 。 。 "" " 一 。 。 "" 。 """"""". 
OttltMWEWK-XCo   

化や国立大学法人化に 伴 う 各法人内での 自 。 "" 肛 "i" 。 """'"""" 。 " 。 "" 。 朝   
0 サ "" ナ " 。 。 "" ル ウタ コ "[ 珪え " 。 ウ " 九 Ⅱ ' 帝援 """""," 弗一 " 甘 '" 睡 "" 

白 な組織運営と、 「プロジェクト・プロバ   o@<au@@awrKt@-(-><a)   
。 掠 ' 賂 "" せ ""["<lt), 
。 """"" 一 " 。 """ め "" 。 """   

ラム」 によるアドホックな 組織整備だった 。 "" 。 ""'"" め "" 。 " 。 。 " 田   
。 " 一 。 " 仁 4" 。 " 。 ' 。 

のではないか。 
""j""" """'"'" 一 。 "":"   OT-f@aCT@@SWBE5)ltUUII) 

""""""  甘 。 """" 取 。 "" 。 " 丹ィレ """" 。 。 " 。 。 "" 秒 " 。 臼 。 """ 
( 1 ) 法人内での自由な 組織運営                         "" 珪 。 "" 。 "'" """ 。 。 ""'"" 。 ""'           
表 2 は、 独法における 主なナノテク 関連 Ⅰ 英りケ : 廿朋珪 。 な Ⅱ 珪甘拷 """ 冊 m Ⅰ "" 

。 " 糀 ":" 一 
組織を示す。 重点 4 分野等の最先端科学技 一 " 冊 ．Ⅰ 甘 " 用 """ 。 ． 硅 """""""" 。 " 。 舛尭 Ⅰ   

貴信 % 台Ⅰ 究所 ""- ⅠナノⅠ 持グ肋 " プ 
術 では、 特定の研究目的の 為の研究所、 研 

究 部門、 センタ一等の 組織が多数存在するが、 国家政策として 3 年強の歴史しか 存 

在しないナノテク 分野に関連しこれだけの 組織が構築されていることは 特筆すべき 

ことであ る。 産業技術総合研究所は 全国の旧工業技術院傘下の 研究所が 1 組織とな 

ったため、 物理、 化学から生物、 基礎から産業化までと 幅広い研究をカバーしてい 

たが、 組織再編に当たりナノテクを 強く意識したシフトとなっている。 

NNT 提唱が 2000 年 1 月、 第 1 期独法設立が 2001 年 4 月であ ることからも、 独法 

とって 、 ナノテクへの 取り組みは、 組織編成については 法人の自由に 任せるという 
法人化の恩恵を 最大限に利用し 得た顕著な一例ではなかろうか。 

一 743 一 



 
 
 
 

 
 

、
経
 

一
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ら
フ
 

て
に
 

携
ロ
 

見
イ
し
 

好
運
 

プ
ヵ
 

が
う
た
分
の
援
 

ト
 
設
い
り
て
，
 

ぽ
 

 
 

u
@
@
@
 

 
 

 
 

 
 
 
 

、
ナ
 、
メ
 

 
 

 
 

完
 
た
し
運
ち
 

4 . 研究者のイニシアティブによる 非公式コミュニティ 一の役割 

以上、 機構定員や予算措置による 組織についての 考察を行ったが、 我が国の現在 
の ナノテクノロジ 一の体制構築に 大きな役割を 果たした存在として、 研究者の自主 

的な勉強会、 組織っくりも 揚げられる。 その一例として、 ここでは、 京都大学ナノ 
高等研究院及び 東京大学ナノリンクについて 取り上げる。 

京都大学におけるナノテクの 歴史は 1995 年にさかのぼる   この年、 補正予算で 
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措置された施設の 研究課題の 1 つ として " 先端電子材料開発のための 原子・分子ア 
プローチへの 取り組み " が開始された。 これを契機に、 当時からの牽引者であ る 松 

重 副学長によれば「ゆるやかなバループ」 と表現される 非公式な勉強会的な 仕組み 

が学内に構築され 活動を開始した。 また同時期に 、 桂 キャンパスへの 移転の予算措 

置 が整い、 これに伴い、 機構上の組織ではない 形ではあ ったが、 工学部の共通施設 

・施設としてインテックセンターが 桂に設置された。 この施設の 4 つの活動のうち 

の 1 つ としてそれまでの 活動が発展した 形で、 学内組織であ る " ナノ工学研究院 " 
が発足した。 このように、 京大においては、 ナノテク活動は、 法人化以双は 予算措 

直 に基づく研究施設等の 整備は進められていたものの、 機構上の措置については 十 

分な措置がかなれなかったため、 学内の有志によるインフォーマル な グループに よ 

り 実施されていた。 ナノ工学研究院は、 法人化後の現在の 京大におけるナノテクの 

メインプレーヤーとして 関連研究開発・ 産学官連携を 牽引しているが、 この背景と 

して学内有志の 自発的な取り 組みが果たした 役割の大きさが 考察される。 

他の例として、 現在、 東京大学において、 次世代通信素子の 開発を産学の 連携 下 

で 推進している " 東大ナノエレクトロニクス 連携研究センター "  は 、 2002  年から 
開始された文科 省の プロジェクトとして 予算措置が講じられているが、 この元にな 

っているのも も ともとは、 東大の研究者の 自主的な検討会であ る " 東大ナノリン 
ク " であ る。 ナノリンクは 1999 年 8 月に東大工レクトロニクス 関連研究者の 勉強 
会 としてスタートし、 シンポジウムやワークショップを 通じて、 各研究者の新たな 

研究展開への 意識改革に貢献してきた。 2002 年秋には、 日英ナノテクノロジー 合 

同シンポジウムに 際し、 東大のみならず 我が国の公的研究機関及び 大学を代表して 

我が国のとりまとめに 尽力した。 

この他にも、 多くの機関で 現在の、 所謂、 公式なナノテク 組織の設立以双に、 長 

年にわたって、 研究者サイドの 自発的意志により、 インフォーマル な 研究会が作ら 

れたり、 研究機関の内部組織として 措置された研究組織が 大きな研究ポテンシャル 

を 生み、 我が国の現在のナノテクの 実力を生み出す カ となっている。 

5 . おわりに 

以上概説したよ う に 、 全く新たな研究開発分野として 取り上げられたナノテクノ 
ロジーへの組織面での 対応については、 行政サイ ド の公式組織、 各研究機関におけ 

る 内部組織、 予算措置により 実現するアドホックな 組織、 そして研究者の 自発的な 

勉強会的組織それぞれが 補完しながら 役割を果たしてきていることが 分かる。 
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